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2026 年２月 12 日 

各 位 

 

会 社 名  株式会社網屋 

代表者名  代表取締役社長  石田 晃太 

（コード：4258 東証グロース） 

問合せ先  経営企画部長    宮田 昌紀 

（TEL. 03-6822-9999） 

 

 

資本業務提携、株式の売出し、並びに当社の主要株主及び 

主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

 当社は、本日 2026 年２月 12 日開催の取締役会において、キヤノンマーケティングジャパン株式会社（以下

「キヤノン MJ」といいます。）、サイバーソリューションズ株式会社（以下「サイバーソリューションズ」とい

います。）及び株式会社菱友システムズ（以下「菱友システムズ」といいます。）と資本業務提携（以下「本提

携」といい、本提携に関する契約を「本提携契約」といいます。）を行うことを決議いたしましたので、お知ら

せいたします。また、当社は、当社の主要株主である筆頭株主の株式会社チャクル（以下「チャクル」といい

ます。）が保有する当社の普通株式を、市場外での相対取引によりキヤノン MJ、サイバーソリューションズ、

サイバーソリューションズ役員の資産管理会社である Ende Flusses 合同会社（以下「Ende Flusses」といい

ます。）及び菱友システムズにそれぞれ譲渡（以下「本譲渡」といいます。）する旨、チャクルと、キヤノン MJ、

サイバーソリューションズ、Ende Flusses 及び菱友システムズとの間で合意されたことを認識いたしました。

本譲渡が当社株式の売出しに該当するとともに、本譲渡により当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主の

異動が生ずることとなりますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ. 本提携について 

１．本提携の目的と理由 

 当社は、高水準のセキュリティをすべての人が得られる社会の実現を目指し、企業をはじめ、社会基盤を支

えるさまざまな組織が直面するセキュリティ課題の解決に取り組んでおります。 

 一方、キヤノン MJ グループは、企業理念「共生」のもと、キヤノン製品と IT ソリューション事業を組み合

わせ、事業活動を通じた社会課題の解決に取り組んでいます。このような理念の親和性を背景に、2024 年 7月

1 日に公表した「キヤノンマーケティングジャパン株式会社との業務提携に関するお知らせ」のとおり、同社

とは当社サービス「Network All Cloud」に関する販売代理店契約を締結し、中堅・中小企業における IT 人材

不足の解決に向けた取り組みを進めてまいりました。当社及びキヤノン MJ は、本提携により、当社のセキュ

リティソリューション及びサービスと、キヤノン MJ が培ってきたマーケティングノウハウ及び営業力を組み

合わせ、中堅・中小企業のお客様に対し幅広いセキュリティ課題の解決に向けた取り組みを一層推進してまい
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ります。 

 

 また、サイバーソリューションズは、「日本企業に安全なビジネスコミュニケーションを届け続けます」を

企業理念に掲げ、メールを中心とした国産の情報基盤・セキュリティ製品を提供する国内有数のメールセキュ

リティの専門会社です。国内を中心にメールシステム・サイバーセキュリティサービスを多様な環境で提供、

運用しており、これまでに蓄積してきた技術力と専門性を強みにしています。当社及びサイバーソリューショ

ンズは、本提携により、当社が強みとするネットワーク・ログ監視とサイバーソリューションが強みとするメ

ールセキュリティの技術を組み合わせ、グローバル市場向けの海外製品ではカバーしきれない日本企業の細か

なニーズに応え、運用負荷を最小限に抑えた「純国産のセキュリティ基盤」を実現します。 

 

 また、菱友システムズは、「お客様に最適なサービスを提供し、事業活動を通じて社会の発展に貢献します」

という企業理念を掲げ、IT ソリューションやシステムサービスを通じて、企業の経営・事業課題の解決やデジ

タル化支援、業務の効率化・安定化を図ることで、産業の基盤となる企業活動の向上と社会の発展に貢献する

ことを目指しています。当社と菱友システムズは、本提携により、当社が強みとするネットワーク技術、セキ

ュリティ監視製品と菱友システムズが強みとするシステム開発力を組み合わせ、両社のセキュリティサービス

の高度化と新規ソリューションの共同開発を進めてまいります。 

 

 当社は本提携により、提携各社それぞれと中長期的な視点でのパートナーシップを構築し、各社が有する顧

客基盤、プロダクト開発力、運用ノウハウと当社のサイバーセキュリティに関する技術・知見を組み合わせ、

IT セキュリティ分野におけるサービス提供価値の向上及び事業成長を図ってまいります。 

 

２．本提携の内容 

（１）業務提携の内容 

 ① キヤノン MJ 

当社及びキヤノン MJ は、本提携において、以下の項目を主な業務提携の対象とします。なお、具体的な

方針及び内容等につきましては、今後両社が協議してまいります。 

 

 ・中堅・中小企業に対する網屋サービスの拡販強化 

・「キヤノン MJ のトータルセキュリティ」のサービス拡充に向けた共創 

・両社が展開するセキュリティサービスに関する人材交流 

 

② サイバーソリューションズ 

当社及びサイバーソリューションズは、本提携において、以下の項目を主な業務提携の対象とします。な

お、具体的な方針及び内容等につきましては、今後両社が協議してまいります。 

 

・「多層防御」によるセキュリティ領域の相互補完 

現在、国内でも事故が頻発しているメールによるフィッシングやランサムウェアの解決として、「多層防御

によるセキュリティ領域の相互補完」を前提に、両社のセキュリティ商品を組み合わせた新たなサイバーセ

キュリティパッケージ商品の開発と相互販売を行います。 

 

・AI 技術／顧客基盤／運用負荷低減の共有 
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「フィッシングメールの可否判定、」「誤送信防止の高度化」、「メール監査業務の効率化」等の従来手作業で

行わざるを得なかった膨大な分析作業を、AI を使った自動検知・自動処理といった新たな研究開発におけ

るノウハウ共有を行います。また同時に相互の顧客基盤の共有やサポート/ヘルプデスクなどの運用基盤の

共有による販管コストのダウンサイジング化も実施します。 

 

③ 菱友システムズ 

 当社及び菱友システムズは、本提携において、以下の項目を主な業務提携として実施致します。 

・菱友システムズがもつサイバーセキュリティソリューションにおいて、当社のログ管理製品「ALog シリー

ズ」等を素材とした個別開発により、OT 分野を中心としたサイバーセキュリティ事業の強化に向けた包括

的な取組みを推進します。これにより、従来複雑且つ高額な海外製品で対処せざるを得なかった OT 領域に

おけるセキュリティ対策へのアプローチが容易になり、あらゆるモノがインターネットに繋がる時代におけ

る「安全なセキュリティインフラ」を供給できるようになります。 

 

   

（２）資本提携の内容 

 キヤノン MJ は、本譲渡において、当社の株主であるチャクルから 2026 年２月 19 日付で、チャクルが保有

する当社普通株式 1,195,000 株（2025 年 12 月 31 日現在における当社発行済株式総数（自己株式を除く）の

14.04%）を市場外での相対取引により取得します。 

 サイバーソリューションズは、本譲渡において、当社の株主であるチャクルから 2026 年２月 19 日付で、チ

ャクルが保有する当社普通株式 562,000 株（2025 年 12 月 31 日現在における当社発行済株式総数（自己株式

を除く）の 6.60%）を市場外での相対取引により取得します。 

 菱友システムズは、本譲渡において、当社の株主であるチャクルから 2026 年２月 19 日付で、チャクルが保

有する当社普通株式 270,000 株（2025 年 12 月 31 日現在における当社発行済株式総数（自己株式を除く）の

3.17％）を市場外での相対取引により取得します。 

 本譲渡の詳細は、下記「Ⅱ. 株式の売出しについて」をご参照ください。 

 

３. 本提携の相手先の概要 

（１）キヤノン MJ 

（１） 名称 キヤノンマーケティングジャパン株式会社 

（２） 所在地 東京都港区港南二丁目 16 番６号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 足立 正親 

（４） 事業内容 キヤノン製品及び関連ソリューションの国内マーケティング 

（５） 資本金 73,303 百万円（2025 年 12月 31 日現在） 

（６） 設立年月日 1968 年２月１日 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2025 年６月 30 日現

在）（注１） 

キヤノン株式会社 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

キヤノンマーケティングジャパングループ社員持株会 

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 

ステート ストリート バンク  アンド トラスト カン

パニー 505001(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業

部) 

51.15% 

6.42% 

 

4.65% 

 

3.19% 
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キヤノンマーケティングジャパン取引先持株会 

ＪＰモルガン証券株式会社 

株式会社みずほ銀行 

ザ バンク オブ ニユーヨーク トリーテイー ジヤス

デツク アカウント(常任代理人 株式会社三菱 UFJ 銀行) 

CEPLUX- THE INDEPENDENT UCITS PLATFORM 2 

(常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店) 

1.12% 

1.01% 

0.92% 

 

0.83% 

 

0.83% 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
販売代理店契約を締結し、当社「Network All Cloud」

サービスに関する販売等をしております。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

 純資産 435,509 百万円 383,701 百万円 413,814 百万円 

 総資産 557,366 百万円 524,591 百万円 564,426 百万円 

 １株当たり純資産 3,352.30 円 3,514.60 円 3,850.13 円 

 売上高 609,473 百万円 653,919 百万円 679,799 百万円 

 営業利益 52,495 百万円 53,123 百万円 58,188 百万円 

 経常利益 53,585 百万円 54,393 百万円 59,839 百万円 

 
親会社株主に帰属する当期

純利益 
36,493 百万円 39,315 百万円 41,458 百万円 

 １株当たり当期純利益 281.41 円 319.79 円 381.46 円 

 １株当たり配当金 120.00 円 140.00 円 170.00 円 

（注１）「（７）大株主及び持株比率（2025 年６月 30 日現在）」は、キヤノン MJ の 2025年８月６日付第 58 期半期報告書

の「大株主の状況」を基に記載しております。 

 

（２）サイバーソリューションズ 

（１） 名称 サイバーソリューションズ株式会社 

（２） 所在地 東京都港区芝浦三丁目４番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 林 界宏 

（４） 事業内容 
コミュニケーションソリューション事業、セキュリティソリューショ

ン事業 

（５） 資本金 596 百万円 （2025 年 10月 31 日現在） 

（６） 設立年月日 2000 年１月 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2025年 10月 31日現在） 

（注１）（注２） 

林 界宏 

林 盈頴 

林 盈貝 

DAIWA CM SINGAPORE LTD - NOMINEE OPENFIND 

44.01% 

11.04% 

11.04% 
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INFORMATION TECHNOLOGY 

（常任代理人 大和証券株式会社） 

株式会社ＴＫＣ 

株式会社日立システムズ 

株式会社ＳＢＩ証券 

ACA セカンダリーズ１号投資事業有限責任組合 

楽天証券株式会社 

DAIWA CM SINGAPORE LTD - NOMINEE AZUMA AKIHIRO 

（常任代理人 大和証券株式会社） 

4.52% 

 

2.99% 

2.85% 

2.58% 

2.42% 

0.96% 

 

0.95% 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（注３）（注４） 

決算期 2023 年４月期 2024 年４月期 2025 年４月期 

 資産合計 4,763 百万円 4,561 百万円 5,435 百万円 

 
１株当たり資本合計又は 1 株

当たり親会社所有者帰属持分 
9227.29 円 98.25 円 161.30 円 

 売上高 １百万円 2,748 百万円 3,126 百万円 

 
当期利益又は親会社の所有者

に帰属する当期利益 
△59 百万円 551 百万円 902 百万円 

 基本的 1 株当たり当期利益 △590.02 円 36.78 円 60.18 円 

 １株当たり配当金 （－）円 （－）円 （－）円 

（注１）「(６) 設立年月日」は旧サイバーソリューションズ株式会社の設立日を記載しております。MBO によって現在の

サイバーソリューションズ株式会社（2022 年 12 月設立）に吸収合併されております。 

（注２）「（７）大株主及び持株比率（2025 年 10 月 31 日現在）」は、サイバーソリューションズの 2025 年 12 月５日付第

４期半期報告書の「大株主の状況」を基に記載しております。 

（注３）「(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態」について、2023 年４月期は、2022 年 12 月 14 日から 2023

年４月 30 日までの４ヶ月と 18 日であります。なお、当該会社の実質的な事業活動は、2024 年４月期の期首にあたる

2023 年５月１日（旧サイバーソリューションズ株式会社を消滅会社とする吸収合併の効力発生日）から開始しており

ます。したがって、2023 年４月期は経常損失及び当期純損失を計上しております。 

（注４）「(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態」について、当該会社は、2025 年４月期より国際会計に基

づいた財務諸表を作成しています。そのため、2024 年４月期以前の各経営成績及び財務状態については日本基準に基

づいた経営成績及び財務状態を記載しております。なお、当該会社は、2024 年４月 22 日付で、普通株式１株につき、

150 株の割合で株式分割を行っておりますが、2024 年４月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり資

本合計又は１株当たり親会社所有者帰属持分及び基本的１株当たり当期利益を算出しております。 

 

（３）菱友システムズ 

（１） 名称 株式会社菱友システムズ 
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（２） 所在地 東京都港区芝浦一丁目２番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 安井 譲 

（４） 事業内容 
システム開発、システム保守・運用・監視サービス、IT 基盤構築 

流体・構造等解析、設計支援サービス、PLM、情報セキュリティ 

（５） 資本金 739 百万円（2025 年９月 30 日現在） 

（６） 設立年月日 1968 年７月 

（７） 

大株主及び持株比率 

（2025年９月 30日現在） 

（注１） 

三菱重工業株式会社 

菱友社員持株会 

加藤 眞人 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 無限責任組合員 光

通信株式会社 

石塚 文代 

明治安田生命保険相互会社 

ダイヤモンドオフィスサービス株式会社 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

31.21% 

20.97% 

2.98% 

2.43% 

1.87% 

 

1.62% 

1.10% 

0.89% 

0.89% 

0.84% 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 

当該会社へのセキュリティ機器・ソフトウェアなど、

「Network All Cloud」サービスに関する販売がありま

す。 

関連当事者

への該当状

況 

該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

 純資産 15,823 百万円 18,160 百万円 20,704 百万円 

 総資産 23,016 百万円 26,827 百万円 30,203 百万円 

 １株当たり純資産 2,292.00 円 2,631.13 円 3,007.06 円 

 売上高 33,138 百万円 37,062 百万円 42,763 百万円 

 営業利益 2,673 百万円 3,581 百万円 4,816 百万円 

 経常利益 2,711 百万円 3,596 百万円 4,869 百万円 

 
親会社株主に帰属する当期純

利益 
1,834 百万円 2,416 百万円 3,383 百万円 

 １株当たり当期純利益 288.76 円 379.76 円 531.12 円 

 
１株当たり配当金 

（内１株当たり中間配当額） 

90.00 円 

（－） 

120.00 円 

（45.00 円） 

170.00 円 

（65.00 円） 

（注１）「（7）大株主及び持株比率（2025 年９月 30 日現在）」は、菱友システムズの 2025 年 11 月 12 日付第 58 期半期報

告書の「大株主の状況」を基に記載しております。 
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４．日 程 

（１） 本提携に関する取締役会決議 2026 年２月 12 日 

（２） 本資提携契約の締結 2026 年２月 12 日 

（３） 本譲渡の実行日 2026 年２月 19 日（予定） 

（４） 本譲渡に係る株式振替完了日 2026 年２月 19 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件は、中長期的に当社の業績及び企業価値向上に資するものと考えており、今後、開示すべき重要な事項

が発生した場合には、速やかに開示いたします 。 

 

Ⅱ. 株式の売出しについて 

１. 売出しの概要 

（１） キヤノン MJ 

① 売出株式の種類及び数 当社普通株式 1,195,000 株 

② 売出価格 １株当たり 3,003 円 

売出価格については、それぞれ本譲渡の当事者間における協議の上、決

定されております。 

③ 売出価額の総額 3,588,585,000 円 

④ 売出株式の所有者及び売出

株式数 

株式会社チャクル 1,195,000 株 

⑤ 売出方法 株式会社チャクルによる、キヤノンマーケティングジャパン株式会社

に対する市場外での相対取引による当社普通株式の譲渡 

⑥ 申込期間 2026 年２月 12 日 

⑦ 受渡期日 2026 年２月 19 日（予定） 

⑧ 申込証拠金 該当事項はありません。 

⑨ 申込株式単位 1 株 

⑩ その他 上記については、金融商品取引法による有価証券通知書を関東財務局

宛に提出しております。 

 

（２） サイバーソリューションズ 

① 売出株式の種類及び数 当社普通株式 562,000 株 

② 売出価格 １株当たり 3,003 円 

売出価格については、それぞれ本譲渡の当事者間における協議の上、決

定されております。 

③ 売出価額の総額 1,687,686,000 円 

④ 売出株式の所有者及び売出

株式数 

株式会社チャクル 562,000 株 

⑤ 売出方法 株式会社チャクルによる、サイバーソリューションズ株式会社に対す

る市場外での相対取引による当社普通株式の譲渡 
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⑥ 申込期間 2026 年２月 12 日 

⑦ 受渡期日 2026 年２月 19 日（予定） 

⑧ 申込証拠金 該当事項はありません。 

⑨ 申込株式単位 1 株 

⑩ その他 上記については、金融商品取引法による有価証券通知書を関東財務局

宛に提出しております。 

 

（３） Ende Flusses 

① 売出株式の種類及び数 当社普通株式 302,600 株 

② 売出価格 １株当たり 3,003 円 

売出価格については、それぞれ本譲渡の当事者間における協議の上、決

定されております。 

③ 売出価額の総額 908,707,800 円 

④ 売出株式の所有者及び売出

株式数 

株式会社チャクル 302,600 株 

⑤ 売出方法 株式会社チャクルによる、Ende Flusses 合同会社に対する市場外での

相対取引による当社普通株式の譲渡 

⑥ 申込期間 2026 年２月 12 日 

⑦ 受渡期日 2026 年２月 19 日（予定） 

⑧ 申込証拠金 該当事項はありません。 

⑨ 申込株式単位 1 株 

⑩ その他 上記については、金融商品取引法による有価証券通知書を関東財務局

宛に提出しております。 

 

（４） 菱友システムズ 

① 売出株式の種類及び数 当社普通株式 270,000 株 

② 売出価格 １株当たり 3,003 円 

売出価格については、それぞれ本譲渡の当事者間における協議の上、決

定されております。 

③ 売出価額の総額 810,810,000 円 

④ 売出株式の所有者及び売出

株式数 

株式会社チャクル 270,000 株 

⑤ 売出方法 株式会社チャクルによる、株式会社菱友システムズに対する市場外で

の相対取引による当社普通株式の譲渡 

⑥ 申込期間 2026 年２月 12 日 

⑦ 受渡期日 2026 年２月 19 日 

⑧ 申込証拠金 該当事項はありません。 

⑨ 申込株式単位 1 株 

⑩ その他 上記については、金融商品取引法による有価証券通知書を関東財務局

宛に提出しております。 
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２．株式の売出しの目的 

チャクルはキヤノン MJ、サイバーソリューションズ、Ende Flusses 並びに菱友システムズと各々との間で、

チャクルが保有する当社普通株式の全てを、市場外での相対取引により、キヤノン MJ、サイバーソリューショ

ンズ、Ende Flusses 並びに菱友システムズに譲渡する旨の株式譲渡契約の締結に伴い、関係法令の定める手続

として、売出しを行います。 

 

Ⅲ. 主要株主である筆頭株主の異動及び主要株主の異動について 

１. 異動が生じる経緯 

 前記「Ⅱ. 株式の売出しについて」に記載の本譲渡に係る当社株式の売出しに伴い、当社の主要株主及び主

要株主である筆頭株主の異動が生じることとなる見込みです。 

 

２. 異動する株主の概要 

（１）主要株主及び主要株主である筆頭株主に該当しないこととなる株主 

① 名称 株式会社チャクル 

② 所在地 東京都千代田区大手町一丁目７番２号 

③ 代表者氏名 代表取締役 伊藤 整一 

④ 事業内容 有価証券の投資、売買、保有及び運用等 

⑤ 資本金 1 万円（2026 年 2 月 3 日現在） 

 

（２）新たに主要株主及び主要株主である筆頭株主となる株主 

 キヤノン MJ の概要は、上記「Ⅰ. 本提携について」の「３．本提携の相手先の概要」をご参照ください。 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

（１）キヤノン MJ 

 
属性 

議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権 

の数に対する割合 
大株主順位 

異動前 － － － － 

異動後 
主要株主、主要株主

である筆頭株主 

11,950個 

（1,195,000株） 
14.06% 第１位 

 

（２） チャクル 

 
属性 

議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権

の数に対する割合 
大株主順位 

異動前 
主要株主、主要株主

である筆頭株主 

23,296個 

(2,329,600株) 
27.41％ 第１位 

異動後 － － － － 

 

（注）１ 「総株主の議決権の数に対する割合」は、小数点以下第三位を四捨五入して算出しております。 

   ２ 大株主順位は、2025 年 12 月 31 日現在の株主名簿を基準に推定したものです。 
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なお当社は自己株式 316,596 株（2025 年 12 月 31 日現在）保有しておりますが、大株主から除外

しております。 

 

４．異動予定年月日 

 2026 年２月 19 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本件は、中長期的に当社の業績及び企業価値向上に資するものと考えており、今後、開示すべき重要な事項

が発生した場合には、速やかに業績への影響を開示いたします 。 

 

以上 


